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平成 29 年 10 月 12 日 

各      位 

会 社 名 株 式 会 社 小 田 原 機 器 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 入山 圭司 

（コード番号：７３１４） 

問合せ先 取締役経理部長兼総務部長 平野 光利 

Ｔ Ｅ Ｌ ０４６５－２３－０１２１ 

 

ソタシステム株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成29年10月12日開催の取締役会において、下記のとおりソタシステム株式会社の株

式を取得し、子会社化することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．株式の取得の理由 

当社が事業を展開しているバス用運賃収受機器について、昨今の非接触ＩＣカードシステ

ム導入の拡大に伴い、システム開発が必要となる製品のニーズが増加しており、ソフトウェ

ア開発の業務比重が年々高まっております。また、現在の当社においては、ソフトウェア開

発の業務効率化が必要不可欠となっているほか、ソフトウェア開発を外注先に依頼した場合

に開発ノウハウが当社に残らないリスクがあります。 

このような環境下、ソタシステム株式会社にて長年蓄積されたソフトウェア開発に係る技

術力、開発力及びノウハウを当社に統合することにより、当社はソフトウェア開発の効率化

及び開発ノウハウの伝承が可能となり、その結果、バス機器市場以外への新たな事業展開の

足掛かりを含め、新たな付加価値及びシナジーが創造されるものと見込んでおります。 

 

２．異動する子会社（ソタシステム株式会社）の概要 

（１） 名 称 ソタシステム株式会社 

（２） 所 在 地 東京都墨田区両国四丁目 31 番 16 号 

（３） 代 表 者 代表取締役社長  安田 輝雄 

（４） 事 業 内 容 
システム開発、エンジニアリング、ソフトウェア設計、 

システム及び機器の輸出入販売 

（５） 資 本 金 30 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 59 年 12 月１日 

（７） 
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 
個人株主（８名） 100.0% 

（８） 
上場会社と当該 

会社との関係等 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 
ソフトウェアの開発に関する取引関係がありま

す。 
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（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 27 年４月期 平成 28 年４月期 平成 29 年４月期 

純 資 産 △67 百万円 △66 百万円 △5百万円 

総 資 産 125 百万円 116 百万円 176 百万円 

1 株 当 た り 純 資 産 △113,153 円 △111,074 円 △8,362 円 

売 上 高 224 百万円 215 百万円 276 百万円 

営 業 利 益 3 百万円 2 百万円 62 百万円 

経 常 利 益 2 百万円 1 百万円 61 百万円 

当 期 純 利 益 2 百万円 1 百万円 61 百万円 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 3,495 円 2,078 円 102,712 円 

1 株 当 た り 配 当 金 － － － 

※大株主及び持株比率の詳細につきましては、先方の意向を踏まえ非公表とさせていただき

ます。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 個人株主（５名） 

（２） 住 所 

千葉県印西市（１名） 

東京都江戸川区（１名） 

千葉県市川市（１名） 

埼玉県春日部市（１名） 

茨城県土浦市（１名） 

（３） 
上 場 会 社 と 

当該個人の関係 
該当事項はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 
異 動 前 の 

所 有 株 式 数 

０株 

（議決権の株：０個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
553 株 

（議決権の数：553 個） 

（３） 
異 動 後 の 

所 有 株 式 数 

553 株 

（議決権の数：553 個） 

（議決権所有割合：92.2％） 

※取得価額につきましては、先方の意向を踏まえ非公表とさせていただきます。 

なお、公認会計士による財務デュー・デリジェンス（ＤＣＦ法による算定）及び弁護士に

よる法務デュー・デリジェンスの評価算定報告を勘案し、取得価額を決定しております。 

 

５．日程 

（１） 取締役会決議日 平成 29 年 10 月 12 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 29 年 10 月 12 日 

（３） 株式譲渡実行日 平成 29 年 11 月 30 日（予定） 
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６．今後の見通し 

本件による平成 29 年 12 月期の連結業績に与える影響は、現時点において軽微であると

見込んでおりますが、今後、業績予想修正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合に

は、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 

 

（参考）当期連結業績予想（平成 29 年２月 14 日公表分）及び前期連結実績 

（単位：百万円） 

 

連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

当期連結業績予想 

（平成29年12月期） 
3,138 △356 △347 △242 

前期連結実績 

（平成28年12月期） 
3,519 161 217 132 

 


